
「学校及び保育所から市町村又は児童相談所への  

定期的な情報提供に関する指針」のポイント  

1 指針の趣旨   

教育機関等（学校及び保育所）から福祉部門（市町村又は児童相談所）への出欠状   

況等の定期的な情報提供に関し、対象とする児童、頻度・内容、依頼の手続等の事項   

についての基本的な考え方を示すもの。  

2 対象とする児童  

（1）要保護児童対策地域協議会において児童虐待ケースとして進行管理台帳に登録さ   

れており、かつ学校（幼稚園、小学校、中学校、高等学校等）及び保育所に在籍す  

る幼児児童生徒等  

（2）児童相談所が管理する児童虐待ケースを含む。（協議会の対象外のもの）  

※ 地域の実情を踏まえ、対象となる児童の範囲を柔軟に設定することも可。  

3 定期的な情報提供の頻度・内容  

（1）定期的な情報提供の頻度は、おおむね1か月に1回を標準  

（2）定期的な情報提供の内容は、①対象期間の出欠状況、②（欠席があった場合の）  

家庭からの連絡の有無、③欠席の理由とする。  

※ 地域の実情を踏まえ、情報提供の頻度を柔軟に設定することや、情報提供の  

内容をより幅広く設定することも可。  

4 定期的な情報提供の流れ  

（1）福祉部門から教育機関に対して、対象児童の氏名、情報提供の内容・期間等を書  

面で依頼  

（2）合意に基づき、教育機関から福祉部門へ書面にて定期的な情報提供実施  

（3）情報提供を受けた福祉部門は、情報を複数人で組織的に評価し、対応方針等を検  

討するとともに、必要に応じて児童相談所に支援の要請又は送致・通知  

※ 福祉部門と教育機関において協定を締結するなどにより、情報提供の仕組み  

について事前に機関間で合意することが望ましい。  

5 緊急時の対応   

定期的な情報提供の期日より前であっても、教育機関において、新たな児童虐待の   

兆候や状況の変化等を把握したときは、定期的な情報提供の期日を待つことなく、適   

宜適切に福祉部門に情報提供又は通告をする。  
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雇児発0324第1号  
平成22年3月 24 日  

道 府 県 知 事   

定 都 市 市 長  殿  

童相談所設置市市長  

各  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

学校及び保育所から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供について   

児童虐待については、児童相談所への児童虐待に関する相談件数が年々増加の一  

途をたどっているほか、児童虐待による死亡事件も跡を絶たないなど依然として深  

刻な社会問題となっており、これまでも児童虐待の早期発見・早期対応、被害を受  

けた子どもの適切な保護等、児童虐待防止に向けた適切な対応が図られるよう繰り  

返しお願いしているところである。   

しかしながら、先般、東京都江戸川区において発生した、児童虐待が疑われる小  

学校1年生の子どもが亡くなった事件では、学校と市町村、児童相談所等の関係機  

関の連携が十分に機能しなかったことが問題点の一つとして指摘されているところ  

である。   

こうした指摘を踏まえ、文部科学省、厚生労働省で協議の上、別添のとおり「学  

校及び保育所から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供に関する指針」（以下  

「本指針」という。）を作成したので、地域の実情に応じて適切に運用されるよう、  

本指針の内容について御了知いただくとともに、管内の市町村並びに関係機関及び  

関係団体等への周知を図られたい。   

なお、この通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項の規定  

に基づく技術的助言である。   

また、本件については、文部科学省からも、各都道府県・指定都市教育委員会教  

育長、各都道府県知事、附属学校を置く各国立大学法入学長に対し、通知されてい  

るので申し添える。  
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（別 添）  

学校及び保育所から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供に関する指針  

1 趣旨   

本指針は、学校及び保育所から市町村又は児童相談所（以下「市町村等」とい  

う。）への児童虐待の防止に係る資料及び情報の定期的な提供（以下「定期的な情  

報提供」という。）に関し、定期的な情報提供の対象とする児童、頻度・内容、依  

頼の手続等の事項について、児童虐待の防止等に関する法律第13条の3の規定  

に沿った基本的な考え方を示すものである。  

2 定期的な情報提供の対象とする児童  

（1）市町村が求める場合  

要保護児童対策地域協議会（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第2   

5条の2に規定する要保護児童対策地域協議会をいう。以下「協議会」という。）   

において児童虐待ケースとして進行管理台帳（注）に登録されており、かつ、   

幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校（以下「学   

校」という。）に在籍する幼児児童生徒及び保育所に在籍する乳幼児（以下「幼   

児児童生徒等」という。）を対象とする。  

（注）進行管理台帳とは、市町村内における虐待ケース等に関して、子ども及び   

保護者に関する情報やその状況の変化等を記載し、協議会において、絶えず、   

ケースの進行管理を進めるための台帳であり、協議会の中核機関である調整   

機関において作成するものである。  

（2）児童相談所が求める場合  

児童相談所（児童福祉法第12条に規定する児童相談所をいう。以下同じ。）   

が管理している児童虐待ケースであって、協議会の対象となっておらず、かつ、   

学校等及び保育所から通告があったものなど児童相談所において必要と考える   

幼児児童生徒等を対象とする。  

3 定期的な情報提供の頻度・内容  

（1）定期的な情報提供の頻度  

定期的な情報提供の頻度は、おおむね1か月に1回を標準とする。  
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（2）定期的な情報提供の内容  

定期的な情報提供の内容は、上記2（1）及び（2）に定める幼児児童生徒   
等についての、対象期間の出欠状況、（欠席があった場合の）家庭からの連絡の   

有無、欠席の理由とする。  

4 定期的な情報提供の依頼の手続  

（1）市町村について  

市町村は、上記2（1）に定める幼児児童生徒等について、当該幼児児童生   

徒等が在籍する学校及び保育所に対して、対象となる幼児児童生徒等の氏名、   

上記3（2）に定める定期的な情報提供の内容、提供を希望する期間等を記載   

した書面を送付する。  

（2）児童相談所について  

児童相談所は、上記2（2）に定める幼児児童生徒等について、当該幼児児   

童生徒等が在籍する学校及び保育所に対して、対象となる幼児児童生徒等の氏   

名、上記3（2）に定める定期的な情報提供の内容、提供を希望する期間等を   

記載した書面を送付する。  

5 機関（学校及び保育所を含む。）問での合意  

（1）上記4により、市町村等が学校及び保育所に対し、定期的な情報提供の依頼   

を行う場合は、この仕組みが円滑に活用されるよう、市町村等と学校及び保育   

所との間で協定を締結するなど、事前に機関の間で情報提供の仕組みについて   

合意した上で、個別の幼児児童生徒等の情報提供の依頼をすることが望ましい   

ものであること。  

（2）協定の締結等による機関間での合意に際しては、本指針に掲げる内容を基本   

としつつも、より実効性のある取組となるよう、おおむね1か月に1回を標準   

としている定期的な情報提供の頻度を柔軟に設定したり、対象となる幼児児童   

生徒等の範囲を柔軟に設定したり、定期的な情報提供の内容をより幅広く設定   

するなど、地域の実情を踏まえたものにすること。  

（3）学校は、市町村等と協定の締結等により機関間での合意をしたときは、その   

内容等を設置者である教育委員会、国立大学法人、都道府県私立学校主管部課   

（以下「教育委員会等」とする。）に対しても報告すること。  

6 定期的な情報提供の方法等  

（1）提供の方法  
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学校及び保育所は、市町村等から、上記4の依頼文書を受けた場合、依頼の  

あった期間内において、定期的に上記3に定める定期的な情報提供を書面にて  

行う。  

（2）教育委員会等への報告等  

学校が市町村等へ定期的な情報提供を行った場合は、併せて教育委員会等に   

対してもその写しを送付すること。また、市町村等へ定期的な情報提供を行う   

に際しては、地域の実情に応じて教育委員会等を経由することも可能とする。  

7 緊急時の対応   

定期的な情報提供の期日より前であっても、学校及び保育所において、不自然  

な外傷、理由不明又は連絡のない欠席が続く、対象となる幼児児童生徒等から虐  

待についての証言が得られた、帰宅を嫌がる、家庭環境の変化など、新たな児童  

虐待の兆候や状況の変化等を把握したときは、定期的な情報提供の期日を待つこ  

となく、適宜適切に市町村等に情報提供又は通告をすること。  

8 情報提供を受けた市町村等の対応について  

（1）市町村について   

① 学校及び保育所から上記6の定期的な情報提供又は上記7の緊急時におけ  

る情報提供を受けた市町村は、必要に応じて当該学校及び保育所から更に詳  

しく事情を聞くこととし、これらの情報を複数人で組織的に評価する。  

なお、詳細を確認する内容としては、外傷、衣服の汚れ、学校での相談、  

健康診断の回避、家庭環境の変化、欠席の背景、その他の虐待の兆候をうか  

がわせる事実を確認できた場合には当該事項等が考えられる。   

② ①の評価を踏まえて、必要に応じて関係機関にも情報を求める、自ら又は  

関係機関に依頼して家庭訪問を行う、個別ケース検討会議の開催など状況把  

握及び対応方針の検討を組織として行う。   

③ 対応が困難な場合には児童相談所に支援を求めるとともに、専門的な援助  

や家庭への立入調査等が必要と考えられる場合は、速やかに児童相談所へ送  

致又は通知を行う。   

④ 協議会においては、市町村内における全ての虐待ケース（上記2（2）の  

場合を除く。）について進行管理台帳を作成し、実務者会議の場において、定  

期的に（例えば3か月に1度）、状況確認、主担当機関の確認、援助方針の見  

直し等を行うことを徹底すること。  

（2）児童相談所について   

① 児童相談所が学校及び保育所から上記6の定期的な情報提供又は上記7の  

緊急時における情報提供を受けた場合  
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ア 学校及び保育所から上記6の定期的な情報提供又は上記7の緊急時にお  

ける情報提供を受けた児童相談所は、必要に応じて当該学校及び保育所か  

ら更に詳しく事情を聞くこととし、これらの情報について援助方針会議等  

の合議による組織的な評価を行う。  

なお、詳細を確認する内容としては、外傷、衣服の汚れ、学校での相談、   

健康診断の回避、家庭環境の変化、欠席の背景、その他の虐待の兆候をう   

かがわせる事実を確認できた場合には当琴事項等が考えられる。   

イ アの評価を踏まえて、必要に応じて関係機関にも情報を求める、自ら家  

庭訪問を行う、個別ケース検討会議の開催を市町村に求めるなどの状況把  

握及び対応方針の検討を組織として行う。   

り 必要に応じて立入調査、出頭要求、児童の一時保護等の対応をとる。  

② 市町村が学校及び保育所から上記6の定期的な情報提供又は上記7の緊急   

時における情報提供を受けた場合  

市町村の求めに応じて積極的に支援するものとする。  

9 個人情報の保護に対する配慮  

（1）学校及び保育所から市町村等に対して、定期的な情報提供を行うに当たって   

は、「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）の目的、基本   
理念及び各地方公共団体の個人情報保護条例等を踏まえて、幼児児童生徒等、   

その保護者その他の関係者又は第三者の権利利益を不当に侵害することのない   

よう十分な配慮の下」必要な限度で行われなければならないので留意すること。  

（2）市町村が学校及び保育所から受けた定期的な情報提供の内容について、協議   

会の実務者会議及び個別ケース検討会議において情報共有を図ろうとする際は、   

市町村において、学校及び保育所から提供のあった情報の内容を吟味し、情報   

共有すべき内容を選定の上、必要な限度で行うこと。  

また、協議会における要保護児童等に関する情報の共有は、要保護児童等の   

適切な保護又は支援を図るためのものであり、協議会の構成員及び構成員であ   

った者は、正当な理由がなく、協議会の職務に関して知り得た秘密を漏らして   

はならないことされているので、このことに十分留意し、協議会の適切な運営   

を図ること。  

10 その他   

市町村等が学校及び保育所以外の関係機関に状況確認や見守りの依頼を行った   

場合にも、当該関係機関との連携関係を保ち、依頼した後の定期的な状況把握に   

努めるものとする。  
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（参 考）  

児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年五月二十四日法律第八十二号）   

（資料又は情報の提供）  

第十三条の三 地方公共団体の機関は、市町村長、都道府県の設置する福祉事務所   

の長又は児童相談所長から児童虐待に係る児童又はその保護者の心身の状況、こ   

れらの者の置かれている環境その他児童虐待の防止等に係る当該児童、その保護   

者その他の関係者に関する資料又は情報の提供を求められたときは、当該資料又   

は情報について、当該市町村長、都道府県の設置する福祉事務所の長又は児童相   

談所長が児童虐待の防止等に関する事務又は業務の遂行に必要な限度で利用し、   

かつ、利用することに相当の理由があるときは、これを提供することができる。   

ただし、当該資料又は情報を提供することによって、当該資料又は情報に係る児   

童、その保護者その他の関係者又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれが   

あると認められるときは、この限りでない。  
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㊥  21文科初第775号  

平成22年3月24日  

各都道府県教育委員会教育長  

各指定都市教育委員会教育長  

各 都 道 府 県 知 事  

附属学校を置く各国立大学法人学長  

殿  
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文部科学大臣政務官高井美轟頁  

望
 

見笥 ‘  
（印影印刷）  

l
 
 

学校等から市町村又は児童相蔽所への定期的な情報提供について（通知）   

児童虐待については、児童相談所への児童虐待に関する相談件数が年々増加の一  

途をたどっているはか、重大な児童虐待事件も跡を絶たないなど依然として深刻な  

社会間摩となっており、これまでも児童虐待の早期発見・早期対応、被害を受けた  

幼児児童生徒の適切な保護等、児童虐待防止に向けた適切な対応が図られるよう繰  

り返しお顧いしているところです。   

しかしながら、先般、東京都江戸川区において発生した、児童虐待により小学校  

1年生の児童が亡くなった事件では、学校と市町村、児童相談所等の関係機関の連  

携が十分に機能しなかったことが間原点の一つとして指摘されているところです。   

このたび、このような観点を踏まえ、文部科学省、厚生労働省で協議の上、別添  

1のとおり「学校及び保育所から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供に関  

する指針」を作成しましたので、地域の実情に応じて適切に運用されるよう、上記  

指針の内容について御了知いただくとともに、所管の学校又は域内の市区町村の教  

育委員会等に対し、御指導をお願いします。   

なお、本件については、別添2のとおり厚生労働省雇用均等・児童家庭局長から  

も、各都道府県知事、指定都市市長及び児童相談所設置市市長に対し、通知されて  

おりますので申し添えます。  
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児童福祉主管部（局）長 殿  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長  

虐待を受けた子どもの安全確認及び安全確保の徹底について   

児童虐待対策の推進には、御配意いただいているところであるが、子どもを健やか  

に育むべき親からの虐待により子どもが亡くなるという、とても痛ましい事件が跡を  

絶たない状況が続いている。   

これらの事件の中には、近隣住民や関係機関が気付いていたにも関わらず見過ごし  

てしまった事件や、児童相談所等の機関が接触しながら救うことが出来なかった事件  

など、救う機会があったと思われる事件があることは誠に遺憾である。   

虐待を受けた子どもの安全確認及び安全確保の徹底については、本年1月に開催した「全  

国厚生労働関係部居長会議」及び「全国児童福祉主管課長会議」においてもお願いし  

たところであるが、各都道府県等において、 改めて関係部署の業務を再点検し、組織  

一体となった必要な改善を図っていただくことについて改めてお願いする。   

その際には、立入調査や一時保護の実施、虐待者本人との面接を含めた適切な調査  

・診断・判定の実施、関係機関等との情報共有など基本に立ち返った対応を徹底する  

とともに、臨検・捜索制度等を積極的に活用するなど、子どもの安全確認及び安全確  

保を最優先とした対応をお願いする。   

また、死亡事例等が発生した都道府＝県等においては、児童虐待の防止等に関する法  

律（平成12年法律第82号）に基づき当該事例の検証を実施していただくことになるが、  

検証に当たっては、亡くなった子どもの視点に立って、今後同様の悲惨な事例の発生  

を防止するため、必要な改善に繋げる姿勢で臨むことを改めてお願いする。  
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（参考）  

子どもの安全確認・安全確保の徹底について  

◎児童相談所等関係機関の関与がありながら盾待死を防げなかった事例の存在  

・情報提供であっても死を招く子ども虐待の可能性の認識  

・安全確認は、原則48時間以内に子どもを直接目視することにより実施  
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